
評価区分（目安） 内容 評価の視点
Ｓ

（成果指標の達成度がＳ）
Ａ ・活動実績に見合った十分な成果が出ている。

（成果指標の達成度がＡ以上） ・活動実績に見合った十分な成果が出ている。
・成果のさらなる向上又は適正水準の維持が期待できる。

Ｂ ・目標達成に向けて、ある程度成果は出ているが、目標をやや下回っている。
（成果指標の達成度がＢ以上） ・活動実績に対する成果がやや低い。

・成果達成のため、事業内容等の改善が必要
・目的達成に向けた成果が出ていない。

Ｃ ・事業実施の効果が認められない。
（成果指標の達成度がＣ） ・実施方法等の抜本的な見直しが求められる。

・今後も成果が見込めず、事業そのものの見直しが必要
・実施する必要が無くなった。
・天候不良・政策変更等により実施が不可能となった。

期待を下回る

期待を顕著に下回る

― 実施せず

静岡市障がい者共生のまちづくり計画
（令和３年度から５年度まで）
障がい者計画（市の事業）

令和３年度の実績報告について

【評価区分】　計画期間中（令和３年度から５年度）の取組状況に基づき、次の区分により、各年度の評価を行う。

　評価基準は、本市が実施する事務事業総点検表と同様の基準とする。

期待を上回る ・目標以上の成果があがっている。

期待どおり

資料１



1 １－（１）－１ 33 地域における障がいの理解促進事業
障害福祉企画課
精神保健福祉課

44 ３－（２）－１ 97 地域リハビリテーションの普及・啓発事業 地域リハビリテーション推進センター 89 ６－（１）－１ 125 発達早期支援事業
子ども家庭課
障害福祉企画課

2 １－（１）－２ 33
市政出前講座の実施に係る地域の障がいのある人
の参画

障害福祉企画課 45 ３－（２）－２ 97 うつ病回復プログラム事業 こころの健康センター 90 ６－（１）－２ 125 児童相談所の運営 児童相談所

3 １－（１）－３ 33 障がいの理解促進に関する普及啓発事業 こころの健康センター 46 ３－（２）－３ 97 回復期リハビリ病棟の運営 清水病院医事課 91 ６－（１）－３ 125 障がい児保育事業 こども園課

4 １－（１）－４ 33 新
高次脳機能障がいの理解促進に関する普及啓発、
相談・支援事業

精神保健福祉課
地域リハビリテーション推進センター

47 ３－（２）－４ 97 リハビリテーションに係る相談支援事業 地域リハビリテーション推進センター 92 ６－（１）－４ 125 障がい児保育事業 幼保支援課

5 １－（１）－５ 35 学校教育における支え合いの意識づくりの推進事業 福祉総務課 48 ３－（３）－１ 98 自立支援医療費の支給
障害者支援推進課
保健予防課

93 ６－（１）－５ 127 乳幼児健康審査 子ども家庭課

6 １－（１）－６ 35 学校におけるボランティア活動の実施
学校教育課
教育センター

49 ３－（３）－２ 98 重度心身障害者医療費助成事業
障害者支援推進課
精神保健福祉課

94 ６－（１）－６ 127 幼児言語指導事業 学校教育課

7 １－（１）－７ 35 こころのバリアフリープロモーター育成講座 こころの健康センター 50 ３－（３）－３ 98 精神障害者入院医療助成制度 精神保健福祉課 95 ６－（１）－７ 127 放課後児童クラブにおける職員加配 子ども未来課
8 １－（１）－８ 36 新 パラバドミントンを通じた共生社会教育推進事業 スポーツ交流課 51 ３－（３）－４ 98 特定医療費の支給 保健予防課 96 ６－（１）－８ 127 レスパイト事業補助 障害福祉企画課
9 １－（２）－１ 41 市民活動センターの運営 市民自治推進課 52 ４－（１）－１ 103 市営住宅への入居支援 住宅政策課 97 ６－（１）－９ 128 母子療育訓練センターの運営 障害福祉企画課

10 １－（２）－２ 41 地域福祉交流プラザの運営 福祉総務課 53 ４－（１）－２ 103 住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅事業 住宅政策課 98 ６－（１）－10 128
児童発達支援センター「いこいの家」における親子
教室の実施

障害福祉企画課

11 １－（２）－３ 41
ボランティア活動を通じた支え合いの意識づくり推進
事業

福祉総務課 54 ４－（１）－３ 103 身体障害者住宅相談事業 障害者支援推進課 99 ６－（２）－１ 131
福祉型児童発達支援センター「いこいの家」での医
療的ケア児の受入れ

障害福祉企画課

12 １－（２）－４ 41 新
市民ワークショップ「Voice of しずおか市民討議会」
を活用した共生都市促進検討事業

障害福祉企画課
市民自治推進課

55 ４－（１）－４ 103 重度身体障害者住宅改造費補助事業 障害者支援推進課 100 ６－（２）－２ 131 新 市立こども園における医療的ケア児の受入 こども園課

13 １－（３）－１ 42 障害者差別解消法に基づく相談事業
障害福祉企画課
精神保健福祉課

56 ４－（２）－１ 108 心身障害者（車いす用）タクシー利用料金助成事業 障害者支援推進課 101 ６－（２）－３ 131 新 私立こども園における医療的ケア児の受入 幼保支援課

14 １－（３）－２ 42 静岡市障害者差別解消支援地域協議会 障害福祉企画課 57 ４－（２）－２ 108 精神障害者交通費助成事業 精神保健福祉課 102 ６－（３）－１ 132 障がいのある児童生徒への就学支援 学校教育課
15 １－（４）－１ 49 市民後見人養成研修事業 福祉総務課 58 ４－（２）－３ 108 新 福祉有償運送の登録支援 福祉総務課 103 ６－（３）－２ 132 特別支援教育推進事業 学校教育課
16 １－（４）－２ 49 日常生活自立支援 福祉総務課 59 ４－（３）－１ 108 バリアフリーの情報発信 福祉総務課 104 ６－（３）－３ 132 特別支援教育研修会の開催 学校教育課

17 ２－（１）－１ 64
民生委員・児童委員及び主任児童委員による地域
福祉活動

福祉総務課 60 ４－（３）－２ 108 障がいに配慮した歩道空間の確保 交通政策課 105 ６－（３）－４ 132 特別支援教育進路指導協議会による進路指導 学校教育課

18 ２－（１）－２ 64 うつ病対策事業 こころの健康センター 61 ４－（３）－３ 109 安全な歩道の整備
道路計画課
道路保全課

106 ６－（３）－５ 133 特別支援教育就学奨励費補助金交付事業 児童生徒支援課

19 ２－（１）－３ 64 障害者相談員設置事業（身体・知的） 障害福祉企画課 62 ４－（３）－４ 109 鉄道駅周辺のバリアフリー化の推進 道路保全課 107 ６－（３）－６ 133 特別支援連携協議会の運営
学校教育課
障害福祉企画課
子ども未来課

20 ２－（１）－４ 64 精神障害者家族等相談員相談事業 精神保健福祉課 63 ４－（３）－５ 109 都市公園のバリアフリー化整備 公園整備課 108 ７－（１）－１ 137 就職面接会の開催 商業労政課
21 ２－（１）－５ 64 精神保健福祉相談事業 精神保健福祉課 64 ４－（３）－６ 109 バリアフリー法における建築物の整備の促進 建築指導課 109 ７－（１）－２ 137 新 「就フェス｝開催事業 障害福祉企画課
22 ２－（１）－６ 65 難病患者地域支援対策事業 保健予防課 65 ４－（３）－７ 109 超低床ノンステップバスの導入拡大 交通政策課 110 ７－（１）－３ 137 精神・発達障がい者しごとサポート養成講座 商業労政課

23 ２－（１）－７ 66 新 依存症対策事業
こころの健康センター
精神保健福祉課

66 ４－（３）－８ 110 ユニバーサルデザインの普及 建築総務課 111 ７－（１）－４ 137 障がいのある学生のインターンシップの受入 障害福祉企画課　等

24 ２－（２）－１ 71 退院後支援事業 精神保健福祉課 67 ４－（３）－９ 110 文字情報サインの設置
市街地整備課
清水駅周辺整備課

112 ７－（１）－５ 138 静岡市役所での障がい者雇用
人事課
水道総務課
教育総務課

25 ２－（２）－２ 71 新 精神障がい者地域移行支援事業 精神保健福祉課 68 ４－（３）－10 110 新 静岡庁舎、区役所のバリアフリー整備事業
管財課
駿河区地域総務課
清水区地域総務課

113 ７－（１）－６ 138
静岡市職員採用試験制度における障がいのある人
への配慮

人事委員会事務局

26 ２－（２）－３ 71 難病患者等介護家族リフレッシュ事業 保健予防課 69 ５－（１）－１ 112 地域防災訓練の実施 危機管理総室 114 ７－（２）－１ 142 「農・福連携」の推進

農業政策課
農業委員会事務局
障害福祉企画課
精神保健福祉課

27 ２－（２）－４ 71 新 再犯防止相談支援事業 福祉総務課 70 ５－（１）－２ 112 防災出前講座の開催 危機管理総室 115 ７－（２）－２ 142 静岡市ワークステーションの設置 障害福祉企画課
28 ２－（３）－１ 82 ライフサポート事業 障害者支援推進課 71 ５－（１）－３ 112 住宅用火災警報器取付支援事業 予防課 116 ７－（３）－１ 142 障がい者就労施設等からの優先調達の促進 障害福祉企画課
29 ２－（３）－２ 82 補装具の適切かつ継続的な使用に向けた支援 地域リハビリテーション推進センター 72 ５－（１）－４ 112 重度身体障害者住宅安心システム 障害者支援推進課 117 ７－（３）－２ 143 福祉ショップ運営事業費補助 障害福祉企画課
30 ２－（３）－３ 82 ふれあい収集の実施 収集業務課 73 ５－（１）－５ 112 木造住宅耐震事業 建築指導課 118 ７－（３）－３ 143 公共施設を活用した自主製品の販売支援 障害福祉企画課
31 ２－（３）－４ 82 新 ヘルプマーク・ヘルプカード普及啓発事業 障害福祉企画課 74 ５－（１）－６ 113 家具等固定推進事業 建築指導課 119 ７－（３）－４ 143 新 工賃向上アドバイザー派遣事業の実施 障害福祉企画課
32 ２－（４）－１ 85 各種手当の給付 障害者支援推進課 75 ５－（１）－７ 113 障がい福祉施設の消防訓練の指導及び実施 予防課 120 ８－（１）－１ 150 市民参加型舞台公演事業 まちは劇場推進課
33 ２－（４）－２ 85 心身障害者扶養共済制度 障害者支援推進課 再 ５－（１）－８ 113 再 ヘルプマーク・ヘルプカード普及啓発事業 障害福祉企画課 121 ８－（１）－２ 150 まちは劇場コンサート事業　学校訪問コンサート 文化振興課
34 ２－（４）－３ 85 補装具費助成事業 障害者支援推進課 76 ５－（１）－９ 113 新 市民の防犯意識高揚のための啓発活動 生活安心安全課 122 ８－（１）－３ 150 全国障害者スポーツ大会への派遣 障害福祉企画課
35 ２－（４）－４ 85 軽度・中等度難聴児補聴器購入費助成事業 障害者支援推進課 77 ５－（１）－10 113 新 青色防犯パトロール 生活安心安全課 123 ８－（１）－４ 150 障がい者スポーツへの理解促進と情報提供の実施 スポーツ振興課
36 ２－（４）－５ 85 重度障害者紙おむつ支給事業 障害者支援推進課 78 ５－（１）－11 113 新 「ながら見守り」活動の実施 生活安心安全課 124 ８－（１）－５ 150 市営スポーツ施設の使用料の減免 スポーツ振興課

37 ２－（５）－１ 89 難病患者等ヘルパー養成事業 保健予防課 79 ５－（１）－12 113 新 街頭防犯カメラ設置事業補助金 生活安心安全課 125 ８－（２）－１ 153
生涯学習施設における障がいのある人を対象とした
講座の実施

生涯学習推進課

38 ２－（５）－２ 89 移動支援事業従事者養成研修 障害福祉企画課 80 ５－（１）－13 113 新 消費生活相談 生活安心安全課 126 ８－（２）－２ 153 健康づくりに関する講座の開催
健康づくり推進課
各健康支援課

39 ２－（５）－３ 89 介護職員初任者研修受講就労助成金 障害者支援推進課（介護保険課） 81 ５－（１）－14 113 新 消費生活に係る情報提供 生活安心安全課 127 ８－（２）－３ 153
身体障害者福祉センター「静岡市清水みなとふれあ
いセンター」「静岡市清水みなとふれあいセンター」
の運営

障害福祉企画課

再 ２－（６）－１ 91 再 市民後見人養成研修事業 福祉総務課 82 ５－（１）－15 114 新 障害者災害時体制強化事業 障害福祉企画課 128 ８－（２）－４ 153 新 市立図書館における福祉サービスの実施 中央図書館

再 ２－（６）－２ 91 再 日常生活自立支援 福祉総務課 83 ５－（１）－16 115 新 新型コロナウイルス感染症対策関連事業
障害福祉企画課
障害者支援推進課

129 ８－（３）－１ 156
ウェブアクセシビリティに配慮した市公式ホームペー
ジの提供

広報課

再 ２－（６）－３ 91 再 精神障がい者地域移行支援事業 精神保健福祉課 84 ５－（２）－１ 115 避難所における障がいのある人への配慮 危機管理総室 130 ８－（３）－２ 156 視覚障がいのある人への音訳資料の提供の推進 中央図書館
40 ３－（１）－１ 95 障がい者歯科保健推進事業 健康づくり推進課 85 ５－（２）－２ 115 避難行動要支援者避難支援推進事業 福祉総務課 131 ８－（３）－３ 156 公職選挙における障がいのある人への配慮 選挙管理委員会事務局
41 ３－（１）－２ 95 新 障がい者歯科保健推進会議の運営 健康づくり推進課 86 ５－（２）－３ 115 福祉避難所の確保 福祉総務課 132 ― 160 社会福祉施設等施設整備補助 障害福祉企画課
42 ３－（１）－３ 95 精神科救急医療体制整備事業 精神保健福祉課 87 ５－（２）－４ 116 聴覚障がいのある人のための緊急情報発信事業 障害福祉企画課

43 ３－（１）－４ 95 難病患者等医療相談事業 保健予防課 88 ５－（２）－５ 116
聴覚障がい等、音声による通報が難しい人のため
の緊急通報受信事業（FAX119・NET119）

指令課

事業名 担当課 担当課№ 施策分野
計画搭載

ページ
事業名№ 施策分野

計画搭載
ページ

障がい者共生のまちづくり計画掲載事業（市の事業）一覧

№ 施策分野
計画搭載

ページ
事業名 担当課
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S A B C － S A B C －

16 3 0 0 12 2 0 2 21 8 1 0 18 2 1 0

　（１）障がいの理解を深める教育・啓発・広報活動の推進 8 2 0 7 1 　（１）防災・防犯意識の向上と備えの推進 16 8 1 13 2 1

　（２）ボランティア・ＮＰＯによる協働の促進 4 1 0 2 1 1 　（２）災害時等における支援体制の充実 5 0 0 5

　（３）障がいを理由とする差別の解消 2 0 0 2 19 2 0 0 18 0 0 1

　（４）意思疎通・意思決定の支援 2 0 0 1 1 　（１）障がいの早期発見・早期支援 10 0 0 10

　（５）虐待の防止 0 0 0 　（２）医療的ケアを必要とする障がい児等の支援 3 2 0 2 1

26 4 3 0 21 5 0 0 　（３）学校教育における障がい児の支援 6 0 0 6

　（１）相談支援体制の充実 7 1 0 5 2 12 2 0 0 4 5 2 1

　（２）地域移行を推進するための支援 4 2 0 4 　（１）就労につなげ、支える支援の充実 6 1 0 2 1 2 1

　（３）日常生活を支援するためのサービスの充実 4 1 0 3 1 　（２）障がいの状況に応じた就労の場の確保 2 0 0 1 1

　（４）経済的な支援の充実 5 0 0 5 　（３）福祉的就労における工賃向上の支援 4 1 0 1 3

　（５）人材の確保と資質の向上 3 0 0 2 1 12 1 0 2 7 1 1 1

　（６）将来の生活を考えるための支援【新設】 3 0 3 2 1 　（１）文化・スポーツ等を通じた社会参加の推進 5 0 0 2 1 1 1

12 1 0 1 11 0 0 0 　（２）生涯を通じた多様な学習機会の提供 4 1 0 3 1

　（１）障がいに配慮した地域医療の提供 4 1 0 4 　（３）行政におけるアクセシビリティの向上 3 0 0 3

　（２）リハビリテーション支援の推進 4 0 0 1 3 1 0 0 0 1 0 0 0

　（３）医療費助成の実施 4 0 0 4 　（１）社会福祉施設等施設整備補助 1 0 0 1

17 2 0 2 12 3 0 0 136 23 4 5 104 18 4 5

　（１）地域における住居の確保 4 0 0 2 2

　（２）外出支援の充実 3 1 0 3

　（３）まちのユニバーサルデザインの充実 10 1 0 2 7 1

４　生活環境

７　雇用・就労

障害福祉サービス等の提供基盤の整備について

８　文化活動・市民生活

施策分野
（大分野・小分野）

静岡市障がい者共生のまちづくり計画（R３～５）　登載事業　障害者福祉計画（市の事業）　　令和３年度評価　総括表

３　保健・医療

６　こども

施策分野
（大分野・小分野）

事業数
うち
再掲

事業数

評価

５　安全・安心１　権利擁護・理解促進

２　生活支援

合計

事業数
うち
再掲

事業数

評価うち
新規

事業数

うち
新規

事業数

2



目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値 予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 R3 R4 R5 総
　　１－（１）　障がいの理解を深める活動の促進

1 1
障害福祉企画課
精神保健福祉課

地域における障がいの理解
促進事業

市政出前講座等の開催増加による普
及活動の促進

６回 ６回 ６回 ６回 ― ― ―
地区民生委員・児童委員協議会、市
内小学校等に対し、出前講座の周知
を行います。

市政出前講座の周知を行
い、目標回数どおりの開催
につながった。

A

2 2 障害福祉企画課
市政出前講座の実施に係る
地域の障がいのある人の参
画

市政出前講座等に参加する当事者の
増加

【コロナ禍の目標値】
関係団体との検討の
実施

０人 ２人 ２人 ― ― ―
開催にあたり、当事者団体等と連携
し、出前講座への当事者の参加を依
頼します。

新型コロナウイルス感染症
の流行状況を鑑み、当事者
の参画を見送ることとした。

-

3 3 こころの健康センター
障がいの理解促進に関する
普及啓発事業

精神障がいの症状・特性を学ぶ研修・
教室の開催

2回

３回
（摂食障害家族教室
３回実施、8050研修
は開催中止）

2回 ２回 197 14 197

精神障がい・こころの健康等に関す
る理解を深めるための効果的な普
及・啓発方法を検討するとともに、関
係機関との連携をより一層促進しま
す。

コロナ禍で集合研修の開催
を一部中止したが、代わり
にオンラインを活用して普
及啓発動画を作成し、普及
啓発に取り組んだ。

A

4 4
精神保健福祉課
地域リハビリテーショ
ン推進課

新
高次脳機能障がいの理解促
進に関する普及啓発、相談・
支援事業

支援者向け研修会や情報交換会の開
催
①研修の開催による普及活動の促進
②高次脳機能障害情報交換会等によ
るネットワーク活動
③高次脳機能障害相談会の開催

①１回
②１回
③２回

①２回
②１回
③２回

①１回
②１回
③２回

①１回
②１回
③２回

5,456 3,337 5,139
市内関係機関、支援機関や事業所、
家族会への周知を行うとともに、関
係機関と連携を進めます。

研修会や情報交換会、相談
会を開催、チェックシートや
リーフレットの配布を行う事
で、高次脳機能障害の普
及・啓発を行った。また、新
型コロナウィルス感染対策
を行いながら実施した。

A

5 5 福祉総務課
学校教育における支え合い
の意識づくりの推進事業

静岡市社会福祉協議会地域福祉推
進事業補助金交付要綱に基づき、静
岡市社会福祉協議会に適切に補助金
を交付する。
学校と地域が連携した福祉に関する
事業の実施

適切な補助金の交付
※市社協の事業目
標：教員向け会議等
の実施

実施

適切な補助金の交付
※市社協の事業目
標：教員向け会議等
の実施

適切な補助金の交付
※市社協の事業目
標：教員向け会議等
の実施

17,179 5,902
149,427
の一部

市内関係機関、支援機関や事業所、
家族会への周知を行うとともに、関
係機関と連携を進めます。

市社協と各学校が連携し、
学校における福祉教育が推
進されるよう、市社協に対し
補助金を交付した。
補助金を活用して、福祉教
育のプログラム実施のため
の補助教材の発行、福祉教
育支援事業、福祉体験事業
等が実施された。

A

6 6
学校教育課
教育センター

学校におけるボランティア活
動の実施

アンケートで「人の役に立つ人間にな
りたい」と回答する子どもの割合
①小学生
②中学生
③高等学校

①95.9%
②94.3%
③84.9%

①95.7%
②94.6%
③85.4%

①95.9%
②94.3%
③84.9%

①96.0％
②94.4％
③85.0%

0 0 0

①教職員を対象に開催する道徳教
育担当者会で、ボランティア精神等
について研修する機会を年間２回行
います。
②各小中学校・高等学校において、
道徳、特別活動、総合的な学習の時
間等で、ボランティア推進の授業を
展開します。

各学校の状況に応じて、地
域清掃、廃品回収、地域防
災、介護施設訪問等の地域
交流、各種募金活動等を行
い、ボランティア活動を推進
してきた。コロナ禍の中だ
が、校内を中心に、また可
能な範囲で地域へ出向きボ
ランティア活動を行ってき
た。

A

7 7 こころの健康センター
こころのバリアフリー
プロモーター育成講座

①講座の実施による精神疾患や障が
いを理解する機会の提供
②受講者の理解度

【コロナ禍の目標値】
修了者向け「フォロー
アップ講座」を月に1
回開催。修了者の活
動を支援する。

「フォローアップ講座」
を月１回オンラインを
併用して実施

①６回
②アンケートで「理解
できた」と答えた方の
割合90％

①６回
②アンケートで「理解
できた」と答えた方の
割合90％

137 0 138

①各分野の講師を早期に確保し、チ
ラシやホームページにより積極的に
講座の周知を行います。
②講師との打合せを重ね、受講生が
理解しやすい内容とします。

コロナ禍において「こころの
バリアフリープロモーター育
成講座」は開催中止とした
が、修了者向けの「フォロー
アップ講座」を月に１回開催
し、精神疾患への理解をさ
らに深め、バリアフリー活動
へのモチベーションを維持
することに取り組んだ。

A

8 8 スポーツ交流課 新
パラバドミントンを通じた共生
社会教育推進事業

体験教室の実施校 ５校 ５校 ５校 ５校 640 619 640
教育センター等と協力し、市内小中
学校に対し、広く周知を図ります。

・市内全小学校（公立・市
立・国立）に周知を図った。
・目標校数である５校で体
験教室を実施した。

A

　　１－（２）　ボランティア・ＮＰＯによる協働の促進

9 1 市民自治推進課 市民活動センターの運営 市民活動センター登録団体数 1,084団体 1,143団体 1,100団体
1,100団体
※令和４年度末に新
目標値設定予定

62,436 62,435 61,475

番町及び清水市民活動センターにお
いて、研修会・講座の開催、窓口相
談の実施、市民活動拠点の提供な
どを行います。

番町及び清水市民活動セン
ターにおいて、研修会・講座
の開催、窓口相談の実施、
市民活動拠点の提供などを
行った。

A

10 2 福祉総務課 地域福祉交流プラザの運営 施設利用者数及び事業参加者数合計 10,000人 15,125人 15,000人 17,000人 18,272 18,272 18,272

「地域福祉交流プラザだより」や、
ホームページ等を活用した講座の案
内や会議室利用方法等の周知を行
います。

新型コロナウイルスの影響
による講座の中止や会議室
の利用自粛等により、前年
度と比較して利用者が減少
したが、指定管理者の創意
工夫を活かしつつ、各種事
業が実施されており、利用
者増加に向けた運営がなさ
れているため。

B

11 3 福祉総務課

ボランティア活動を通じた
支え合いの意識づくり推進
事業

静岡市社会福祉協議会地域福祉推
進事業補助金交付要綱に基づき、静
岡市社会福祉協議会に適切に補助金
を交付する。
※市社協の事業目標：福祉啓発事業
の参加者に対する満足度アンケート

適切な補助金の交付
※市社協の事業目
標：満足度70％以上

事業報告を確認し、
適正に補助金を交
付。
※満足度：90％

適切な補助金の交付
※市社協の事業目
標：満足度70％以上

適切な補助金の交付
※市社協の事業目
標：満足度70％以上

17,179 5,902
149,427
の一部

静岡市社会福祉協議会地域福祉推
進事業補助金交付要綱に基づき、静
岡市社会福祉協議会に適切に補助
金を交付します。
市社協は、ボランティアの普及啓発
を目的に、ボランティア団体等と連携
し、市民に向けた啓発イベントを開催
します。

ボランティアの普及啓発を
目的にボランティア団体等
と連携し、市民に向けた啓
発事業を行う市社協に対し
補助金を交付した。

A

12 4
障害福祉企画課
市民自治推進課

新
市民ワークショップ「Voice of
しずおか市民討議会」を活用
した共生都市促進検討事業

市民ワークショップの実施
―

（R４実施）
― 実施

―
（R４実施）

0 0 66,182

「Voice of しずおか市民討議会実行
委員会」と連携しながら、共生都市の
実現に向けた有用な議論にしつつ、
ワークショップ参加者自身の障がい
への理解が深まるワークショップの
方法を検討し、実施します。

― -

目標達成の為の計画期間中の取組

計画掲載内容 令和３年度末の取組状況

事業目標に
対する評価

評価理由
（R3～R5の３年間を総合した評価）

施策分野１　権利擁護・理解促進　～認め合う・守る～
事業
番号

令和３年度事業目標（指標）担当課 事業名№
事業費（千円）

令和４年度 令和５年度令和３年度 令和４年度 令和５年度
事業目標（値）

3



目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値 予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 R3 R4 R5 総

目標達成の為の計画期間中の取組

計画掲載内容 令和３年度末の取組状況

事業目標に
対する評価

評価理由
（R3～R5の３年間を総合した評価）

施策分野１　権利擁護・理解促進　～認め合う・守る～
事業
番号

令和３年度事業目標（指標）担当課 事業名№
事業費（千円）

令和４年度 令和５年度令和３年度 令和４年度 令和５年度
事業目標（値）

　　１－（３）　障がいを理由とする差別の解消

13 1
障害福祉企画課
精神保健福祉課

障害者差別解消法に基づく
相談事業

①相談対応及び啓発
②相談窓口増加

【コロナ禍の目標値】
①実施
②検討

①実施
②検討

①実施
②実施に向けた準備

①実施
②実施

― ― ―

①寄せられた相談に対し、適切な対
応を行います。民間事業者等への啓
発を行うため、出前講座(ざ)の周知
を行います。また、市職員に対する
研修を行います。
②相談窓口の在り方を検討し、適切
な数の窓口を設置します。

①障害福祉企画課及び精
神保健福祉課の相談窓口
において、10件の相談があ
り適切に対応した。また、出
前講座による周知及び市職
員に対する研修を実施し
た。
②相談窓口について、令和
４年度に１箇所追加すること
を検討した。

A

14 2 障害福祉企画課
静岡市障害者差別解消支援
地域協議会

障害者差別解消支援地域協議会の
設置、運営の在り方を検討し、適正な
運営を行う。

【コロナ禍の目標値】
在り方の検討

在り方の検討
R3の検討結果に基づ
く運営に向けた準備

運営 ― ― ―
障害者差別解消支援地域協議会を
設置し、運営の在り方を検討します。

施策推進協議会において、
在り方の検討を行った。

A

　　１－（４）　意思疎通・意思決定の支援

15 1 福祉総務課 市民後見人養成研修事業

➀市民後見人養成研修の実施又は
市民後見人候補者（研修修了者）の
延べ人数
②家庭裁判所から市民後見人として
選任された延べ人数

①市民後見人養成研
修（実務編）の実施
②３人

①実施済み
③３人

①市民後見人養成研
修（基礎編）の実施
②６人

①20人
②８人

21,195
の一部

21,010
の一部

25,861
の一部

・第２期市民後見人養成研修を実施
します。
・市民後見人候補者への活動支援を
行います。
・市民後見人候補者と被後見人の
マッチングのための受任調整会議を
実施します。

・第２期市民後見人養成研
修を実施し、16名が修了し
た。来年度より第３期市民
後見人養成研修を実施す
る。
・市民後見人候補者に対
し、フォローアップ研修を実
施した。
・モデル的に受任者調整会
議を行った。来年度より本
格実施する。

A

16 2 福祉総務課 日常生活自立支援 事業契約件数 450件 423件 450件 450件 82,762 82,762 82,762

静岡市日常生活自立支援事業補助
金交付要綱に基づき、静岡市社会福
祉協議会に適切に補助金を交付しま
す。
市社協は、契約締結審査会の実施、
関係機関連絡調整会議の実施、生
活支援員の研修を実施します。

認知症高齢者等判断能力
が十分でない市民に対し、
福祉サービスの利用支援や
日常的な金銭管理などの援
助を行うことにより、地域で
の自立した生活が送れるよ
う支援しその権利を擁護で
きるよう、市社協に対し補助
金を交付した。

B

　　１－（５）　虐待の防止

4



目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値 予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 R3 R4 R5 総
　　２－（１）　相談支援体制の充実

17 1 福祉総務課
民生委員・児童委員及び主
任児童委員による地域福祉
活動

相談・支援件数
（障がいのある人に関すること）

【コロナ禍の目標値】
1,100件
(令和２年度実績を上
回る件数)

1,100件 1,350件 1,350件 134,506 131,269 133,713

①民生委員・児童委員及び主任児
童委員に対する活動負担減の取組
の実施
②委員充足率の向上

法定地区民生委員児童委
員協議会（61地区）に対し
て、年３回に分けて活動負
担金を交付し、民生委員児
童委員協議会の運営およ
び民生委員・児童委員の活
動の補助を行った。また、経
験年数や段階に応じた研修
を開催することや、マニュア
ル及びＱ&Ａ等を作成するこ
とにより、活動の支援を行っ
た。

A

18 2 こころの健康センター うつ病対策事業
①週５日実施
②９月の自殺予防週間における受付
時間の拡大

①週５日実施（13時
～16時）
②９月自殺予防週間
において、５日間午前
中３時間の受付時間
の拡大

①週５日実施（13時
～16時）
②９月自殺予防週間
に５日間相談受付時
間を拡大（午前中３時
間）

①週５日実施（13時
～16時）
②９月自殺予防週間
において、５日間午前
中３時間の受付時間
の拡大

①週５日実施（13時
～16時）
②９月自殺予防週間
において、
５日間、午前中３時間
の受付時間の拡大

2,679 2,574 2,700

相談員全員が集まる定例会を計画
的に開催し、困難ケースの適切な対
応方法等について共有するとともに
相談員の資質向上を図ります。

定例会を年４回開催し、相
談員と所内の職員で対応困
難ケースの情報共有を行っ
た。また、対応方法につい
て検討し、相談員の資質向
上を図った。

A

19 3 障害福祉企画課
障害者相談員設置事業（身
体・知的）

相談対応率（関係機関への紹介を含
む）

100% 100% 100% 100% 2,091 1,815 1,850
障害者相談員研修会の内容を充実
させます。

継続して障害者相談員研修
会を実施し、相談員へ地域
における個別相談の重要性
を示し、相談対応の向上を
呼びかけた。

B

20 4 精神保健福祉課
精神障害者家族等相談員相
談事業

家族会の家族相談員による相談事業
の実施

214件 165件 214件 214件 126 126 126
当事者団体に対し補助金を交付し、
家族会による家族相談の活動を支
援します。

当事者団体に補助金を交
付し、精神障害者家族等相
談員相談事業を実施した。

B

21 5 精神保健福祉課 精神保健福祉相談事業 精神科医師による定例相談の実施
各区にて毎月１回実
施

年間32回実施
（相談件数　66件）

各区にて毎月１回実
施

各区にて毎月１回実
施

807 735 818

➀「精神保健福祉のしおり」等によ
り、事業周知するほか、電話相談時
に窓口の案内を行います。
②精神保健福祉に関することについ
て、受診勧奨及び家族問題の調整
等を行い、当事者やその家族の医療
相談窓口として機能(きのう)します。

予約者なしのため不開催日
が４回あるが、目標値の約
９割実施した。引き続き相談
者へ周知をし、利用を促し
ていく。

A

22 6 保健予防課 難病患者地域支援対策事業
難病患者在宅療養支援計画
策定・評価事業の開催回数

３回 ３回 ３回 ３回 242 179 242

評価委員会を実施し、訪問支援につ
いて専門分野の意見や課題等の提
案を受け、個別の支援計画の策定、
評価を行います。

予定通り実施できた。 A

23 7
こころの健康センター
精神保健福祉課

新 依存症対策事業

①家族教室の実施回数
②セミナーの実施回数
③プログラムの実施回数
④研修会の開催回数
⑤依存症専門医療機関及び依存症治
療拠点機関の整備箇所数

【コロナ禍の目標値】
①教室（３回×２クー
ル）、研修会（１回）
②９回
③個別２回、集団５回
④１回
⑤２箇所

①家族教室（３回×２
クール）、依存症問題
研修会（１回）
②依存症問題研修会
（1回）、スキルアップ
セミナー（７回）
③個別３回、集団５回
④依存症問題研修会
（1回）
⑤未設置

①家族教室（６回）
②依存症問題研修会
（１回）
③集団回復プログラ
ム24回
④かかりつけ医依存
症対応力研修会（1
回）
⑤２箇所

①家族教室（６回）
②依存症問題研修会
（１回）
③集団回復プログラ
ム24回
④かかりつけ医依存
症対応力研修会（1
回）
⑤２箇所

551 409 944

①家族のコミュニケーションスキルプ
ログラム(クラフト)を中心とした内容
で、依存症当事者を持つ家族が当事
者に対しどのように対応したらよいか
を学ぶ場を提供します。
②自助グループである断酒会の定
例会の見学（前半）と、講義とワーク
を中心とした勉強会、困難事例の多
職種による相談会、断酒会の訪問支
援事例の報告会（後半）とで構成す
るセミナーを開催します。
③認知行動療法に基づく集団療法と
個人面接を通して、
ギャンブル依存症当事者の回復を図
るプログラムを実施します。
④講師を早期に確保し、チラシや
ホームページにより積極的に研修の
周知を行います。また、講師との打
合せを重ね、受講生が理解しやすい
内容にします。
⑤依存症専門医療機関及び依存症
治療拠点機関を選定し、静岡県と連
携して人材育成や普及啓発を行うと
ともに、関係機関との連携を推進し
ます。

①コロナ禍にありオンライン
を導入し、家族教室を予定
どおり開催。依存症につい
ての知識の普及、当事者へ
のかかわり方を学ぶ機会の
提供に加え、家族交流の場
の提供を実施。
②断酒会との協働にてスキ
ルアップセミナーを7回実施
し、依存症への対応力向上
を図ることに加え、多職種
連携の場を提供できた。
③ギャンブル依存症当事者
の回復を図るプログラムに
おいて、終了時における改
善者の割合が100％であっ
た。
④関係機関への周知をチラ
シにて実施し、89名の参加
者があり理解度89.0％、役
立ち度91.8％であった。
⑤県と協議の上、依存症専
門医療機関及び依存症治
療拠点機関を令和4年度ま
でに2箇所選定予定。

A

　　２－（２）　地域移行を推進するための支援

24 1 精神保健福祉課 退院後支援事業
①地域連携協議会の開催
②退院後支援計画の作成

①１回開催
②100％

①１回開催
②100％

①１回開催
②100％

①１回開催
②100％

774 206 624

医療機関等と連携し、措置入院者の
退院後支援を行うとともに、精神障
がい者を地域で支えるための体制整
備について、警察・地域の関係機関
等と継続的に協議を行います。

地域連携協議会（代表者会
議）を１回、実務者会議を２
回開催し、措置入院及び退
院後支援事業に関する支
援機関と連携強化を図っ
た。

A

25 2 精神保健福祉課 新
精神障がい者地域移行支援
事業

①地域移行支援部会の開催
②ピアサポーター養成研修の開催

【コロナ禍の目標値】
①２回
②オンラインでの交
流会を実施１回

①２回開催（対面）
②６回開催（対面・オ
ンラインの併用）

①２回
②２回

①２回
②２回

416 200 416

地域移行の推進に係る課題や手法
など官民共同で協議を行い、医療と
福祉、行政が連携した地域移行体制
の構築に取り組んでいきます。併せ
て、精神障がいのある人が地域で安
心して生活できるようピアサポーター
の養成に取り組みます。

計画通り部会を２回開催し、
毎月１回ワーキンググルー
プを行い協議している。
ピア交流会は、ハイブリット
形式で開催している。

A

26 3 保健予防課
難病患者等介護家族リフ
レッシュ事業

委託業者数 ５事業所 ５事業所 ５事業所 ５事業所 2,818 1,708 2,675

利用者の希望するサービスが提供
できるよう、現委託事業所数を維持
するため、事業所への周知を行いま
す。また、サービス提供事業所と年1
回連絡会を開催します。

委託業者数５事業所を維持
し、申請に対し100％サービ
スを提供した。コロナ禍で連
絡会は中止し、代わりに事
業所アンケートを実施した。

A

事業目標（値）
令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業費（千円）
令和３年度 令和４年度 令和５年度

施策分野２　生活支援　～支え合う～

№
事業
番号

担当課 事業名 事業目標（指標）
計画掲載内容

目標達成の為の計画期間中の取組 事業目標に
対する評価

評価理由
（R3～R5の３年間を総合した評価）令和３年度末の取組状況

5



目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値 予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 R3 R4 R5 総

事業目標（値）
令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業費（千円）
令和３年度 令和４年度 令和５年度

施策分野２　生活支援　～支え合う～

№
事業
番号

担当課 事業名 事業目標（指標）
計画掲載内容

目標達成の為の計画期間中の取組 事業目標に
対する評価

評価理由
（R3～R5の３年間を総合した評価）令和３年度末の取組状況

27 4 福祉総務課 新 再犯防止相談支援事業 実施 実施 実施 実施 実施 3,000 2,561 2,272

犯罪や非行をした人で福祉的な支援
が必要な人に対する行政窓口等へ
の付添い支援や、定期的に連絡をと
る等の伴走型の支援を行います。ま
た、犯罪や非行をした者等も利用可
能な支援制度について、わかりやす
く周知します。

検察等から来る情報の件数
は想定より少なかったが、
付添い支援・伴走型支援と
もに希望者に適切な支援を
することができた。また相談
窓口についての案内のハン
ドブックも予定どおり作成し
た。

A

　　２－（３）　日常生活を支援するためのサービスの充実

28 1 障害者支援推進課 ライフサポート事業 補助金交付事業所数 ５事業所維持 3事業所 ５事業所維持 ５事業所維持 1,294 364 1,894
引き続き、事業所数を維持し、事業
を継続します。

実績報告書に基づき、事業
所に適切に支給を実施し
た。

B

29 2
地域リハビリテーショ
ン推進センター

補装具の適切かつ継続的な
使用に向けた支援

完成補装具の画像による確認の実施
（確認件数）

290件 302件 290件 290件 5,456 3,337 5,139

補装具事業者や医療機関向けに周
知を徹底するために、補装具支給ガ
イドの作成や配布を実施していきま
す。

補装具の適切かつ継続的
な使用に向け、完成補装具
画像確認システムを導入、
運用を行っている。
また、併せて補装具支給ガ
イドの作成・配布を行い、支
給の適正化を図っている。

A

30 3 収集業務課 ふれあい収集の実施
ふれあい収集の実施件数（障がいの
ある人以外の高齢者を含む）

1,100件 1,413件 1,100件 1,100件 ― ― ―
出前講座や廃棄物減量等推進員勉
強会などで、ふれあい収集制度の周
知を行います。

出前講座や廃棄物減量等
推進員勉強会などで、ふれ
あい収集制度の周知を行っ
た。

A

31 4 障害福祉企画課 新
ヘルプマーク・ヘルプカード
普及啓発事業

①ヘルプマークの窓口配布件数（R3
からの累計）
②ヘルプカードの窓口配布件数（Ｒ３
からの累計）
③ヘルプマークを知っている人の割合
（障がいのある人）
④ヘルプマークを知っている人の割合
（障がいのない人）

①500件
②400件
③④R4に測定予定。

①1,045件
②454件
③④R4に測定予定

①1,000件
②800件
③50％
④50％

①1,500件
②1,200件
③④R7に測定予定

― ― ―

①各区役所障害者支援課窓口等
で、ヘルプマーク・ヘルプカードの配
布を行います。
②ホームページ等を活用し、ヘルプ
マーク・ヘルプカードの周知を行いま
す。

①各区役所障害者支援課
窓口等において、希望者に
対してヘルプマーク・ヘルプ
カードを配布した。
②ホームページ等を活用
し、ヘルプマーク・ヘルプ
カードの周知を行った。

A

　　２－（４）　経済的な支援の充実

32 1 障害者支援推進課 各種手当の給付 実施 実施 実施 実施 実施 422,258 398,108 406,048 適切な各種手当の給付を行います。
対象者に対して適正な給付
を実施した。

A

33 2 障害者支援推進課 心身障害者扶養共済制度 実施 実施 実施 実施 実施 119,273 119,273 117,946

①加入の申請を受け付けます。
②加入者から掛金を収納します。
③年金受給権者へ年金の支払いを
実施します。

受給者に滞りなく年金を支
給した。掛金滞納者に電話
催告等を実施し、未収債権
を回収した。

A

34 3 障害者支援推進課 補装具費助成事業 実施 実施 実施 実施 実施 85,750 79,695 85,368 適切な助成費の給付を行います。
完成した補装具の画像提出
を継続実施し、滞りなく給付
を実施した。

A

35 4 障害者支援推進課
軽度・中等度難聴児補聴器
購入費助成事業

支給件数 12件 21件 12件 12件 1,000 787 900 制度の周知を行います。
目標を上回る支給を実施し
た。

A

36 5 障害者支援推進課
重度障害者紙おむつ支給事
業

実施 実施 実施 実施 実施 6,522 6,401 7,132

①助成対象者から交付申請があっ
た場合に速やかに紙おむつ券を交
付します。
②利用者が使用した紙おむつ券に
係る扶助費を遅滞なく支払います。

助成対象者への対応と扶
助費の支払いを遅滞なく
行った。

A

　　２－（５）　人材の確保と資質向上

37 1 保健予防課
難病患者等ヘルパー養成事
業

研修受講者の内容理解度（研修アン
ケートによる）

80％ 88.0% 80％ 80％ 88 68 141
ヘルパー事業所、居宅介護支援事
業所に対し、研修の周知を継続して
行っていきます。

計画通り実施し、アンケート
結果も目標を達成した。

A

38 2 障害福祉企画課
移動支援事業従事者養成研
修

養成研修の実施 ２回 １回 ２回 ２回 807 522 807

①学生の参加を募るため、市内大学
に対し、出前講座による周知につい
て検討します。
②より幅広いネットワークを駆使して
講師の選任、受講生の確保を行うこ
とができるよう、内容の変更を検討し
ます。

①地域生活支援ネットワー
クまいむ・まいむの枠組み
の中で市内大学に出向いて
事業の周知を行った。
②精神のヘルパー養成を
合わせて行うために令和４
年度に向けて精神の内容を
踏まえたカリキュラムの見
直しを行った。

B

39 3 障害者支援推進課
介護職員初任者研修受講就
労助成金

実施 実施 実施 実施 実施 0 0 0
居宅介護事業所等に対し、助成制度
の周知を行います。

他課にて、「しずおか気分」
の掲載、ハローワークへの
チラシ配布等の周知を行っ
た。
指定事業所に対し、助成金
の周知を行った。

A

　　２－（６）　将来の生活を考えるための支援【新設】

15 再 福祉総務課 市民後見人養成研修事業

➀市民後見人養成研修の実施又は
市民後見人候補者（研修修了者）の
延べ人数
②家庭裁判所から市民後見人として
選任された延べ人数

①市民後見人養成研
修（実務編）の実施
②３人

①実施済み
③３人

①市民後見人養成研
修（基礎編）の実施
②６人

①20人
②８人

21,195
の一部

21,010
の一部

25,861
の一部

・第２期市民後見人養成研修を実施
します。
・市民後見人候補者への活動支援を
行います。
・市民後見人候補者と被後見人の
マッチングのための受任調整会議を
実施します。

・第２期市民後見人養成研
修を実施し、16名が修了し
た。来年度より第３期市民
後見人養成研修を実施す
る。
・市民後見人候補者に対
し、フォローアップ研修を実
施した。
・モデル的に受任者調整会
議を行った。来年度より本
格実施する。

A

6



目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値 予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 R3 R4 R5 総

事業目標（値）
令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業費（千円）
令和３年度 令和４年度 令和５年度

施策分野２　生活支援　～支え合う～

№
事業
番号

担当課 事業名 事業目標（指標）
計画掲載内容

目標達成の為の計画期間中の取組 事業目標に
対する評価

評価理由
（R3～R5の３年間を総合した評価）令和３年度末の取組状況

16 再 福祉総務課 日常生活自立支援 事業契約件数 450件 423件 450件 450件 82,762 82,762 82,762

静岡市日常生活自立支援事業補助
金交付要綱に基づき、静岡市社会福
祉協議会に適切に補助金を交付しま
す。
市社協は、契約締結審査会の実施、
関係機関連絡調整会議の実施、生
活支援員の研修を実施します。

認知症高齢者等判断能力
が十分でない市民に対し、
福祉サービスの利用支援や
日常的な金銭管理などの援
助を行うことにより、地域で
の自立した生活が送れるよ
う支援しその権利を擁護で
きるよう、市社協に対し補助
金を交付した。

B

25 再 精神保健福祉課
精神障がい者地域移行支援
事業

①地域移行支援部会の開催
②ピアサポーター養成研修の開催

【コロナ禍の目標値】
①２回
②オンラインでの交
流会を実施１回

①２回開催（対面）
②６回開催（対面・オ
ンラインの併用）

①２回
②２回

①２回
②２回

416 200 416

地域移行の推進に係る課題や手法
など官民共同で協議を行い、医療と
福祉、行政が連携した地域移行体制
の構築に取り組んでいきます。併せ
て、精神障がいのある人が地域で安
心して生活できるようピアサポーター
の養成に取り組みます。

計画通り部会を２回開催し、
毎月１回ワーキンググルー
プを行い協議している。
ピア交流会は、ハイブリット
形式で開催している。

A

7



目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値 予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 R3 R4 R5 総
　　３－（１）　障がいに配慮した地域医療の提供

40 1 健康づくり推進課 障がい者歯科保健推進事業

①初診予約の年間平均待ち期間の短
縮
②かかりつけ歯科医保持率の維持
③研修会参加者の増加

①30日以内
②60％以上
③延べ180人

①30日
②70.1％
③延べ385人

①25日以内
②60％以上
③延べ190人

①25日以内
②60％
③延べ200人

25,229 22,207 25,209

①地域でかかりつけ歯科医を持つ仕
組みを整備します。
②事業所訪問時にかかりつけ歯科
医の必要性を周知します。
③研修会開催にあたり、関係機関と
連携し参加を依頼します。

①地域でかかりつけ歯科医
を持つ仕組みの整備に取
組み、初診予約の年間平均
待ち期間30日以内の目標を
達成した。
②事業所訪問時にかかりつ
け歯科医の必要性を周知
し、かかりつけ歯科医保持
率60％以上を維持できた。
③研修会開催にあたり、関
係機関と連携し参加を依頼
したことにより研修会参加
者の増加につながった。

A

41 2 健康づくり推進課 新
障がい者歯科保健推進会議
の運営

障がい者歯科医療・保健についての
協議の実施

２回以上
２回 ２回以上 ２回以上 320 280 320

障がい者歯科保健推進事業が円滑
に実施されるための連携や情報共
有を行います。

年２回の障がい者歯科保健
推進会議の開催により障が
い者歯科保健推進事業が
円滑に実施されるための連
携や情報共有を行うことが
できた。

A

42 3 精神保健福祉課
精神科救急医療体制整備事
業

24時間365日の救急医療体制確保 確保 確保 確保 確保 22,894 22,894 22,987

医療確保、情報センター、医療相
談、身体合併対応の４事業を委託契
約により実施し、市民に対する救急
医療の提供を行います。

精神科救急医療体制を確
保するために、各事業を委
託契約により実施し、市民
に対し救急医療の提供し
た。

A

43 4 保健予防課 難病患者等医療相談事業 医療相談会の開催回数

【コロナ禍の目標値】
２回以上
(緊急事態宣言が今
後発出されなければ
３回)

３回
（内１回は講演会とし
て実施）

３回 ３回 117 104 218

①市内の患者団体に対し、静岡市難
病相談支援センターを通じて、相談
会の周知を行います。
②申請窓口、訪問事業を通して、相
談会について周知します。

新型コロナウイルス感染症
の発生状況により開催時期
の延期はあったが、予定回
数の相談会（講演会）の実
施ができた。

A

　　３－（２）　リハビリテーション支援の推進

44 1
地域リハビリテーショ
ン推進センター

地域リハビリテーションの普
及・啓発事業

①主催講座開催回数
②アンケートによる講座（市民向け・専
門職向け講座）理解度
①主催講座開催回数
②アンケートによる講座（市民向け・専
門職向け講座）理解度

①主催講座　13回
②理解度　90％

①主催講座11回
②理解度 90%

①主催講座　13回
②理解度　90％

①主催講座　13回
②理解度　90％

1,146 812 1,150
常に、健康や介護に関する新しい情
報を取り入れ、講座内容の充実に取
り組みます。

主催講座（一般・専門職向
け）により、地域リハビリ
テーション理念の普及啓発
を行う。
新型コロナウィルス感染拡
大に伴い、実施回数は目標
値を下回ったが理解度は目
標値を達成した。

A

45 2 こころの健康センター うつ病回復プログラム事業 参加者のうつ病評価尺度改善率
【コロナ禍の目標値】
85%
(定員削減のため）

100% 90% 90% 2,291 1,483 1,893

①医療機関をはじめとする関係機関
に対し、周知を行います。
②認知行動療法についての周知啓
発を行います。

市内の精神科病院、心療内
科クリニックなどをはじめと
して、計118ケ所に事業の周
知を行った。うつ病評価尺
度からみた本プログラム参
加者の改善率は100％であ
り、目標値を上回る数値を
達成した。

S

46 3 清水病院医事課
回復期リハビリテーション病
棟の運営

実施 実施 実施 実施 実施 ― ― ―

①対象疾患である患者及びご家族
へ回復期リハビリ病棟の周知を行い
ます。
②患者様向けの説明資料を作成し
ます。

①対象疾患の患者及びご
家族へ当院の回復期リハビ
リ紹介を行い病床利用率が
増加した。（R2:70.6%→
R3:82.2%）
②患者様向けに当院の実
績等を記載した説明資料を
作成した。

A

47 4
地域リハビリテーショ
ン推進センター

リハビリテーションに係る相
談支援事業

障がい児・者に対する相談支援の継
続実施

実施 656件 実施 実施 5,456 3,337 5,139
関連会議や連絡会を通じて、関係機
関と更なる連携を図り、効果的な相
談支援体制を推進していきます。

障がい者・児に対する直接
的支援の一環として、専門
職員（作業療法士、理学療
法士、心理判定員）による
相談業務を実施した。また、
新型コロナウィルス感染対
策を行いながら実施した。

A

　　３－（３）　医療費助成の実施

48 1
障害者支援推進課
保健予防課

自立支援医療費の支給 確実な医療費助成の実施 実施 実施 実施 実施

更生医
療：

818,225
精神通

院：
1,051,85

1
育成医
療3,500

更生医
療：

741,314
精神通

院：
977,615
育成医

療
879

更生医
療：

801,673
精神通

院：
966,130
育成医

療
2,566

①公費の適正な支払いを実施しま
す。
②自立支援医療の適否の審査のた
め、レセプト点検を実施します。

助成金支払事務を確実に
執行し、滞りなく支払いを
行った。

A

49 2
障害者支援推進課
精神保健福祉課

重度心身障害者医療費助成
事業

確実な医療費助成の実施 実施 実施 実施 実施

身体知
的：

1,249,74
0

精神：
41,906

身体知
的：

1,188,66
1

精神：
41,834

身体知
的：

1,249,15
6

精神：
43,266

身体障害者手帳１、２級、内部３級、
療育手帳Ａ、精神障害者保健福祉手
帳1級その他の対象者への受給者証
を交付します。助成金支払事務を確
実に執行し、受給者へ医療費助成金
を支払います。

身体障害者手帳１、２級、内
部３級、療育手帳Ａ、精神障
害者保健福祉手帳1級更新
者その他の対象者への受
給者証発送。助成金支払事
務を確実に執行し、滞りなく
支払いを行った。

A

50 3 精神保健福祉課
精神障害者入院医療助成制
度

実施 実施 実施 実施 実施 35,267 33,836 34,314
精神保健福祉のしおり」や市のホー
ムページを通じて制度の周知を行い
ます。

精神保健福祉のしおりや市
のホームページを通じて制
度の周知を行えたため。

A

51 4 保健予防課 特定医療費の支給 申請に対する適正な事務処理の実施 実施 実施 実施 100% 914,444 846,794 908,924
対象者の申請に基づき、審査等の公
費負担業務を適正に実施します。

申請に対する適正な事務処
理を実施した。

A

計画掲載内容 令和３年度末の取組状況

目標達成の為の計画期間中の取組 事業目標に
対する評価

評価理由
（R3～R5の３年間を総合した評価）

令和５年度
事業目標（値） 事業費（千円）

施策分野３　医療・保健　～健康を保つ～

№
事業
番号

担当課 事業名 事業目標（指標） 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和３年度 令和４年度
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目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値 予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 R3 R4 R5 総
　　４－（１）　地域における住居の確保

52 1 住宅政策課 市営住宅への入居支援 実施 実施
実施
（入居件数　22件）

実施 実施 ― ― ―
市営住宅の指定管理者の窓口にパ
ンフレット等を配架し、制度の周知を
行います。

入居を希望する障がいのあ
る人に対して、入居資格審
査などの際に、次の取扱い
を行った。
・単身入居の受入れ
・収入要件の緩和
・複数の入居応募があった
場合における、公開抽選時
の優遇措置

B

53 2 住宅政策課
住宅確保要配慮者円滑入居
賃貸住宅事業

実施 実施
実施
（新規登録件数　310
件）

実施 実施 ― ― ―

①セーフティネット住宅情報提供シス
テムにおいて、登録住宅の情報を公
開し周知を行います。
②住宅政策課窓口においてパンフ
レット等を配架し、制度の周知を行い
ます。

新たな住宅セーフティネット
制度において、住宅確保要
配慮者の入居を拒まない住
宅として登録を行った。

B

54 3 障害者支援推進課 身体障害者住宅相談事業 相談件数 45件 57件 45件 45件 1,695 1,694 1,695
各区の障害者支援課や委託先の社
会福祉協議会と連携し、相談・周知
を実施します。

委託先等と連携して住宅改
修相談を実施した。

A

55 4 障害者支援推進課
重度身体障害者住宅改造費
補助事業

実施 ４件 ２件 ４件 実施 2,100 1,550 2,000
申請に係る適正な審査及び補助金
交付、支払いを実施します。

申請に対して適正な審査と
交付を行った。

A

　　４－（２）　外出支援の充実

56 1 障害者支援推進課
重度心身障害者タクシー利
用料金助成事業

実施 実施 実施 実施 実施 25,523 20,926 24,000
請求に係る適正な審査及び助成金
の支払いを実施します。

タクシー事業者からの請求
に適正に対応した。

A

57 2 精神保健福祉課 精神障害者交通費助成事業 実施 実施 実施 実施 実施 9,766 8,379 10,236
「精神保健福祉のしおり」や市のホー
ムページ等を通じて制度の周知を行
います。

対象者に制度について、よ
り分かりやすく伝わりやすく
するために各区障害者支援
課と協議をしながら制度案
内の様式を修正した。

A

58 3 福祉総務課 新 福祉有償運送の登録支援 実施 実施 実施 実施 実施 0 0 0
福祉有償運送及び公共交通空白地
有償運送運営協議会を定期的に開
催します。

新規及び更新案件がなく協
議会は開催しなかったが、
事業所や市民からの問い
合わせに対し申請手順や利
用方法の説明を行う等、制
度理解のための対応を行っ
た。

A

　　４－（３）　まちのユニバーサルデザイン・バリアフリーの充実

59 1 福祉総務課 バリアフリーの情報発信
「U/Bぷら（ゆびぷら）」掲載施設数の
増加

10施設増加 14施設増加 10施設増加 10施設増加 462 462 462
市民や民間事業者に、ホームページ
「Ｕ／Ｂぷら（ゆびぷら）」の周知を行
います。

計画以上の施設数を追加
することができた。

A

60 2 交通政策課
障がいに配慮した歩行空間
の確保

歩道に放置された自転車の所有者へ
の指導や撤去の実施

実施 実施 実施 実施 68,720 64,432 67,985
計画的に、歩道に放置された自転車
の所有者に対する指導と放置自転
車の撤去を行います。

計画的に、歩道に放置され
た自転車の所有者に対する
指導と放置自転車の撤去を
行った。

B

61 3
道路計画課
道路保全課

安全な歩道の整備
歩行空間（歩道・路肩カラー化等）の
設置

実施 実施 実施 実施

（道路計
画課）

－
（道路保

全課）
21,000

（道路計
画課）

－
（道路保

全課）
17,320

（道路計
画課）

－
（道路保

全課）
44,000

歩行空間（歩道・路肩カラー化等）の
整備を実施します。

道路計画課：
計画どおり、道路の新設・
改良事業による歩道整備を
進めることができた。
道路保全課：
道路の改良事業における、
歩道の整備を進めた。

A

62 4 道路保全課
鉄道駅周辺のバリアフリー
化の推進

R安倍川駅周辺、JR清水駅周辺、JR
草薙駅周辺における主な生活関連経
路のバリアフリー化率（整備延長÷計
画延長10.77㎞×100）

88.0% 90.2% 100.0%
100％（R4目標値）

40,000 7,020 48,585
バリアフリー基本構想に基づく「主な
生活関連経路」のバリアフリー化整
備を実施します。

バリアフリー基本構想に基
づき、「主な生活関連経路」
の視覚障がい者誘導用ブ
ロックの設置や歩道整備を
実施した。

A

63 5 公園整備課
都市公園のバリアフリー化
整備

都市公園のバリアフリー化率 71.61% 72.03% 72.31% 73.07% 565,804 558,735 154,919
新規公園、既設公園にてバリアフ
リー化整備を進めていきます。

市内20公園のバリアフリー
化を実施した。

S

64 6 建築指導課
バリアフリー法における建築
物の整備の促進

静岡県福祉のまちづくり条例に適合し
た施設の割合

45.00% 47.50% 45.0% 45.0% 0 0 0

申請者や建築主から相談があった
際に、静岡県福祉のまちづくり条例
の趣旨を説明し、周知啓発を行って
いくことで、適合率を継続していきま
す。

申請者や建築主に静岡県
福祉のまちづくり条例の趣
旨を説明し、周知啓発を行
いました。不適合の場合で
あっても、適合できるよう指
導を行った。

A

65 7 交通政策課
超低床ノンステップバスの導
入拡大

導入率 76% 77.00% 77% 78% 1,000 0 1,000
バス事業者と協議を実施し、超低床
ノンステップバスの導入を促進しま
す。

新たな導入はなかったもの
の、母数が減少したため導
入率は向上した。補助金の
利用実績はなし。

A

66 8 建築総務課
ユニバーサルデザインの普
及

①ユニバーサルデザイン
　 推進会議の開催
②ユニバーサルデザイン
   出前講座の実施

【コロナ禍の目標値】
①１回
※不測の事態の場合
は書面開催を行う。
②講座受講者：500人
※グッズ貸出による
教員にて実施するも
のを含む

講座受講者：2,433人
①１回
②受講者数　500人

①１回
②受講者数　500人

246 106 260

①毎年、庁内各課から１人ユニバー
サルデザイン推進委員を選出し、ユ
ニバーサルデザイン推進会議への
出席を呼びかけます。
②毎年、小学校へのチラシ配付及び
社会福祉協議会との連携により出前
講座の周知をはかります。

①推進会議に替わる研修を
実施し、ユニバーサルデザ
イン推進委員に対し市職員
としてのユニバーサルデザ
インの考え方について理解
を深めたため。
②出前講座を予定を上回る
回数実施し、小学生を中心
にユニバーサルデザインの
普及啓発を行ったため。

S

67 9
市街地整備課
清水駅周辺整備課

文字情報サインの設置 文字情報サインの更新 随時更新
随時更新
清水駅2件
草薙駅2件

随時更新 随時更新

市街地：
1,500

清水駅：
423

市街地：
1,232

清水駅：
423

市街地：
1,400

清水駅：
474

案内する公共施設に変更はないか
毎年確認し、変更があった場合、文
字情報サインの内容を更新します。

静岡駅周辺について、計画
に基づき、サインの更新を
行った。
清水駅周辺及び、草薙駅周
辺の文字情報サインの内容
を4件更新した。

A

68 10
管財課
駿河区地域総務課
清水区地域総務課

新
静岡庁舎、区役所のバリア
フリー整備事業

必要な整備の実施 実施 実施 実施 実施 ― ― ―
庁舎の定期的な点検を実施し、点字
ブロック等の状況を確認し、適切な
整備を行います。

庁舎の定期的な点検を実
施し、点字ブロック等の状況
を確認し、適切な整備を実
施した。

A

評価理由
（R3～R5の３年間を総合した評価）計画掲載内容 令和３年度末の取組状況

令和５年度
事業目標（値） 事業費（千円） 目標達成の為の計画期間中の取組 事業目標に

対する評価令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和３年度 令和４年度

施策分野４　生活環境　～暮らす・備える～

№
事業
番号

担当課 事業名 事業目標（指標）
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目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値 予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 R3 R4 R5 総
　　５－（１）　防・防犯災意識の向上と備えの推進

69 1 危機管理総室 地域防災訓練の実施 地域防災訓練参加者数
【コロナ禍の目標値】
令和２年度実績
35,000人

55,351人 118,000人 118,000人 1,469 792 1,194
訓練計画の中に要配慮者対応を記
載します。

新型コロナウイルス感染症
の感染拡大により、訓練を
中止した自主防災組織が多
かった。
感染状況に注意しつつ、自
主防災組織が積極的に訓
練を企画できるように、早め
に開催を周知する。

A

70 2 危機管理総室 防災出前講座の開催
関係施設や団体に対する防災出前講
座の実施数

【コロナ禍の目標値】
令和２年度実績
130回

160回 230回 230回 1,491 623 1,174
各自主防災組織に出前講座の周知
を行います。

新型コロナウイルスの感染
拡大により中止にしたり、受
付を停止した期間があっ
た。
オンラインでの開催など、感
染拡大時でも開催できる方
法を検討していく。

A

71 3 予防課
住宅用火災警報器取付支援
事業

実施 実施
実施
５世帯
８個の設置

実施 実施 ― ― ―
住宅用火災警報器の取付支援事業
の広報を行います。

各消防署による戸別訪問に
よる広報や、各種イベント等
での広報活動を実施した。

A

72 4 障害者支援推進課
重度身体障害者住宅安心シ
ステム

利用者数 ９人 10人 ９人 ９人 660 419 560

利用者の通報が救命につながるよう
引き続き適切な対応に努めるととも
に、パンフレット設置などにより制度
案内を行い、新規利用者への周知に
努めます。

契約に基づき委託業務を依
頼。適正な委託業務がされ
たため。

A

73 5 建築指導課 木造住宅耐震事業 補助件数 100件 71件 100件 150件 91,150 75,636 106,500

①旧耐震の木造住宅所有者あて
に、補助制度や説明会開催を周知す
るダイレクトメールを送付します。
②耐震合同説明会を開催します。

①②とも計画どおり実施し
た。

B

74 6 建築指導課 家具等固定推進事業 補助件数 15件 5件 15件 15件 180 58 180 耐震合同説明会を開催します。 計画どおり実施した。 C

75 7 予防課
障がい福祉施設の消防訓練
の指導及び実施

実施 実施
実施
３施設
431名参加

実施 実施 ― ― ―
管轄消防署と障がい福祉施設が調
整を行います。

新型コロナウイルス感染症
感染拡大状況を考慮しなが
ら、管轄消防署と障がい福
祉施設が調整をし、訓練を
実施した。

A

31 再 障害福祉企画課 新
ヘルプマーク・ヘルプカード
普及啓発事業

①ヘルプマークの窓口配布件数（R3
からの累計）
②ヘルプカードの窓口配布件数（Ｒ３
からの累計）
③ヘルプマークを知っている人の割合
（障がいのある人）
④ヘルプマークを知っている人の割合
（障がいのない人）

①500件
②400件
③④R4に測定予定。

①1,045件
②454件
③④R4に測定予定

①500件
②400件
③50％
④50％

①1,500件
②1,200件
③55%
④55%

― ― ―

①各区役所障害者支援課窓口等
で、ヘルプマーク・ヘルプカードの配
布を行います。
②ホームページ等を活用し、ヘルプ
マーク・ヘルプカードの周知を行いま
す。

①各区役所障害者支援課
窓口等において、希望者に
対してヘルプマーク・ヘルプ
カードを配布した。
②ホームページ等を活用
し、ヘルプマーク・ヘルプ
カードの周知を行った。

A

76 9 生活安心安全課 新
市民の防犯意識高揚のため
の啓発活動

特殊詐欺や自転車盗難などの被害防
止啓発活動の実施回数

６回 ６回 ６回 ６回
906千円
の一部

855千円
の一部

902千円
の一部

警察、防犯協会と連携し、各種啓発
活動を行います。

警察、防犯協会と連携し、
年金支給日に金融機関で
特殊詐欺被害防止の啓発
活動を実施するとともに、大
学とも連携し、学生に対す
る自転車盗防止のための
啓発活動を実施した。

A

77 10 生活安心安全課 新 青色防犯パトロール 実施 実施 実施 実施 実施
906千円
の一部

0
902千円
の一部

市職員による青色防犯パトロール活
動を行います。

市職員による青色防犯パト
ロールを565回実施した。

A

78 11 生活安心安全課 新 「ながら見守り」活動の実施 実施 実施 実施 実施 実施
906千円
の一部

855千円
の一部

902千円
の一部

事業の周知を行います。

「ながら見守り」活動を行う
防犯ボランティア「しずおか
防犯パトロール」の参加者
を募集し、市民等232人が
新たに登録した。

A

79 12 生活安心安全課 新
街頭防犯カメラ設置事業補
助金

街頭防犯カメラを設置したことによる
安心感

100% 100% 100% 100%
7,500千

円
7,352千

円
7,500千

円
関係機関との調整を進め、計画的に
補助金を交付していきます。

26台（26団体）の街頭防犯
カメラ設置費用に対する補
助を実施した。

A

80 13 生活安心安全課 新 消費生活相談 実施 実施 実施 実施 実施
8198千
円の一

部

6649千
円の一

部

8708千
円の一

部
事業の周知を行います。

市公式twitterへの投稿を27
回、ラジオ放送を24回実施
した。

A

81 14 生活安心安全課 新 消費生活に係る情報提供 実施 実施 実施 実施 実施 ― ― ―
障害福祉サービス事業者等への情
報提供を行います。

障害福祉サービス等事業者
への注意喚起情報の提供
を１回行った。

A

82 15 障害福祉企画課 新 障害者災害時体制強化事業 実施

①個別避難計画の策
定48件
②指定避難所へのス
ロープの設置　54件
③指定避難所へのわ
かりやすいサインの
設置　268件
④指定避難所へのア
ドバイザー派遣　３件
⑤福祉避難所へのア
ドバイザー派遣　15
件

①51件
②64件
③258件
④１件
⑤６件

災害対策基本法の改
正を受け、事業の在
り方について庁内で
検討中のため、その
結果に基づき、令和３
年度末までに設定す
る。

実施 8,204 6,105 ―

①避難計画（個別計画）策定モデル
事業の実施
②指定避難所へのスロープの配置
③福祉避難所へのアドバイザー派遣

①個別避難計画策定推進
のため、モデル事業を実施
し、51人分の計画を策定し
た。
②指定避難所64箇所に移
動可能なスロープを配備し
た。
③福祉避難所で派遣を希
望する施設６箇所にアドバ
イザーを派遣し、障がいの
ある人の受け入れ時に必要
な配慮や懸念点のアドバイ
スを行った。

B

83 16
障害福祉企画課
障害者支援推進課

新
新型コロナウイルス感染症
対策関連事業

実施

【コロナ禍の目標値】
①新型コロナウイル
ス感染症ワクチン接
種における合理的配
慮の実施
②障害福祉サービス
事業所に対するロ
ボット助成等の実施

①ワクチン接種時に
おける合理的配慮の
実施
②実施

①新型コロナウイル
ス感染症ワクチン接
種における合理的配
慮の実施
②障害福祉サービス
事業所に対するロ
ボット助成等の実施

状況に応じて検討 47,551 36,514 28,400

必要性や導入効果の高い支援内容
をしっかりと見極め、国や県が示す
制度を活用しながら、感染拡大状況
や社会情勢に合わせた支援を行い
ます。

新型コロナウイルス感染症
に係る事業について、実施
することができた。

A

事業目標に
対する評価

評価理由
（R3～R5の３年間を総合した評価）

令和５年度
計画掲載内容 令和３年度末の取組状況

施策分野５　安全・安心　～備える～

№
事業
番号

担当課 事業名 事業目標（指標）
事業目標（値） 事業費（千円） 目標達成の為の計画期間中の取組

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和３年度 令和４年度
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目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値 予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 R3 R4 R5 総

事業目標に
対する評価

評価理由
（R3～R5の３年間を総合した評価）

令和５年度
計画掲載内容 令和３年度末の取組状況

施策分野５　安全・安心　～備える～

№
事業
番号

担当課 事業名 事業目標（指標）
事業目標（値） 事業費（千円） 目標達成の為の計画期間中の取組

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和３年度 令和４年度

　　５－（２）　災害時等における支援体制の充実

84 1 危機管理総室
避難所における障がいのあ
る人への配慮

既存の洋式トイレ（身障者用）で使用
可能な携帯トイレの備蓄

10万回分 10万回分 15万回分 20万回分 1,300 1,260 1,300
携帯トイレを購入し、避難所へ分散
備蓄します。

計画通り購入し、備蓄を
行った。

A

85 2 福祉総務課
避難行動要支援者避難支援
推進事業

各地域への避難行動要支援者に係る
名簿配布率

100% 100% 100% 100% 4,007 3,081 8,503

避難行動要支援者名簿の登録対象
者のうち、平時から地区の自主防災
組織や民生委員への情報提供に同
意した方の名簿等を適切に作成し、
地域に提供します。

名簿の作成及び配布につ
いて適切に実施した。

A

86 3 福祉総務課 福祉避難所の確保 実施 実施 実施 実施 実施 0 0 90

福祉避難所として指定した施設と防
災訓練等を行い、被災時に円滑に福
祉避難所が開設できるよう備えま
す。

指定福祉避難所と防災訓
練を実施したほか、新たに
４施設が福祉避難所として
指定を受けた。

A

87 4 障害福祉企画課
聴覚障がいのある人のため
の緊急情報発信事業

実施 実施 実施 実施 実施 130 82 130
気象警報等が発表された際、ファッ
クスにより漏れなく情報提供を行い
ます。

気象警報等が発表された
際、ファックスにより漏れなく
情報提供を行った。

A

88 5 指令課

聴覚障がい等、音声による
通報が難しい人のための緊
急通報受信事業（FAX119・
NET119）

実施 実施 実施 実施 実施 3,828 3,300 3,300
①利用者及び利用予定者への講習
会等を実施します。
②関係団体等との連携を行います。

コロナ禍であるため講習会
等の実施は出来なかった
が、その代替手段として普
及促進用のポスターを関係
部局に配付した。また、関
係団体からのＮＥＴ119に係
る問い合わせに適切に対応
することにより、関係団体と
連携することができた。

A
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目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値 予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 R3 R4 R5 総
　　６－（１）　障がいの早期発見・早期支援

89 1
子ども家庭課
障害福祉企画課

発達早期支援事業
あそびのひろばの設置箇所数
ぱすてるひろばの設置箇所数

①６箇所
②６箇所

①６箇所
②６箇所

①６箇所
②６箇所

①８箇所
②８箇所

14,776 14,653 14,926

支援を行う専門職（事業者）を確保す
るとともに、発達が気になる子が必
要な支援を受けられるよう、支援の
必要性の見極めを確実に行います。

あそびのひろば・ぱすてる
ひろば共に、市内６箇所（各
区２箇所）で事業を実施し
た。

A

90 2 児童相談所 児童相談所の運営

①個々の児童や家庭に最も効果的な
援助の実施
②障がい児に対する虐待の防止と事
故の未然防止

実施 実施 実施 実施 45,906 45,254 51,468
児童心理司等の専門相談員が、障
がいのある児童の療育や施設入所
等の相談に対応します。

児童福祉司、児童心理司等
が、障がいのある児童の療
育や入所等の相談に対応し
た。
R３相談対応件数　2,231件
（うち虐待相談672件、障害
相談884件、養護その他相
談356件、左記以外319件）
※参考
R２相談対応件数　2,433件
（うち虐待相談699件、障害
相談1,024件、養護その他
相談472件、左記以外238
件）

A

91 3 こども園課 障がい児保育事業

①巡回指導の実施回数
②障害児入園面接及び審査会の開催
回数
③特別支援研修会の開催回数
④障がいのある児童の受入数

【コロナ禍の目標値】
①49回
②４回
③７回
④360人

①61回
②４回
③７回
④371人

①50回
②４回
③７回
④360人

①50回
②４回
③８回
④360人

1,456 1,382 1,644

①巡回指導者を選定し、依頼を行い
ます。増員に伴う指導者の負担軽減
を図ります。こども園の要望に応じて
医療福祉センター医師の巡回日を調
整します。
②③④継続実施

①医師２名、大学教授２名、
助教授１名の体制で実施し
た。
②４回実施
③７回実施
職員の資質向上のため

A

92 4 幼保支援課 障がい児保育事業
①補助事業継続実施
②障がいのある児童の受入数
③保育者支援事業

①実施
②160人
③実施

①実施
②251人
③実施

①実施
②160人
③実施

①実施
②160人
③実施

265,694 250,956 242,078

①②受入に必要な職員を配置する
ための経費を補助します。
③保育者が障がいを理解し、保育の
仕方を工夫するよう専門相談員が支
援します。

①私立園からの申請に基づ
き、障がい児保育に係る助
成を行った。
②障がいのある児童の受
入数　251人
・特別児童扶養手当支給対
象児13人
・上記以外で身体障害、知
的障害、発達障害、情緒障
害及び重度の慢性疾患を
有する児童等　　238人
③発達及び保育の専門家
による巡回支援　22園

A

93 5 子ども家庭課 乳幼児健康審査

乳幼児健診の受診率
①４か月児健診
②10か月児健診
③１歳６か月児健診
④３歳児健診

①98％
②94％
③97％
④96％

①97.9％
②96.6％
③97.4％
④97.5％

①98％
②94％
③97％
④96％

①98％
②94％
③97％
④96％

88,929 88,142 90,233
対象者に対し、受診券等の健診案内
を確実に行います。

乳幼児健診の対象者に受
診票等を送付し、個別また
は集団健診を実施すること
により、ほぼ計画通りの受
診率を達成することができ
た。

A

94 6 学校教育課 幼児言語指導事業
子どもの発達や言語の遅れに改善が
みられたと回答する保護者の割合

80% 98.0% 80% 80% 3,368 2,573 2,780
①指導員への研修を実施します。
②市内６か所の教室間での指導に
ついての情報の共有を行います。

①年３回研修を行い、巡回
指導や放課後デイサービス
等について学習した。
②主任会を年５回開催し情
報を共有した。

A

95 7 子ども未来課
放課後児童クラブにおける
職員加配

障がい児受入可能クラブ数 83クラブ 83クラブ 83クラブ 83クラブ（全クラブ） ####### ####### #######
運営受託者と連携・協力し、必要な
支援員の確保に努めます。

障がいの有無に関わらず入
会申請の受付・審査を行っ
た。また、運営受託者に対
し加配支援員の雇用に必要
な費用を委託料として支払
い、必要な職員の配置を
行っている。

A

96 8 障害福祉企画課 レスパイト事業補助 補助金交付団体数 １団体 １団体 ― ― 3,248 2,602 ―
地域のニーズを踏まえ、類似サービ
スと比較しながら事業の方向性を検
討していきます。

令和３年10月31日をもっ
て、唯一の補助対象事業所
の利用者全員が、重度心身
障がい児対応の放課後等
デイサービスへ移管され、Ｒ
４年度は予算要求していな
い。

A

97 9 障害福祉企画課
母子療育訓練センターの運
営

利用者アンケートの満足度 90% 92.3% 90% 90% 38,028 38,028 38,028
利用者ひとりひとりに丁寧かつ的確
な支援を行います。

10月から１歳児グループを
ぞうかさせ、歳児ごとの悩
みに対し迅速に対応する体
制を整えた。また、通所して
間もない保護者を対象にペ
アレントトレーニングを実施
し、子どもへの関わり方を再
確認する機会を設けた。

A

98 10 障害福祉企画課
児童発達支援センター「いこ
いの家」における親子教室
の実施

年間開催日数 130日 99日 130日 130日 ― ― ―

利用料金併用制のメリットを生かし、
利用率の向上やサービスの向上の
ための取組について、指定管理者と
協議しながら進めていきます。

新型コロナウイルス感染症
の影響により、一部期間で
開催が出来なくなり目標の
日数には届かなかったが、
個別相談の対応の機会を
多くとるなど、一人一人に丁
寧な対応を取ることができ
た。

A

評価理由
（R3～R5の３年間を総合した評価）計画掲載内容 令和３年度末の取組状況

令和３年度
事業目標に
対する評価

事業目標（値） 事業費（千円）
令和４年度

目標達成の為の計画期間中の取組
令和５年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

施策分野６　子ども　～育てる・学ぶ～

№
事業
番号

担当課 事業名 事業目標（指標）
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目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値 予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 R3 R4 R5 総

評価理由
（R3～R5の３年間を総合した評価）計画掲載内容 令和３年度末の取組状況

令和３年度
事業目標に
対する評価

事業目標（値） 事業費（千円）
令和４年度

目標達成の為の計画期間中の取組
令和５年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

施策分野６　子ども　～育てる・学ぶ～

№
事業
番号

担当課 事業名 事業目標（指標）

　　６－（２）　医療的ケアを必要とする障がい児等の支援

99 1 障害福祉企画課
福祉型児童発達支援セン
ター「いこいの家」での医療
的ケア児の受入れ

受入の実施 実施 実施 実施 実施 ― ― ―
医療的ケアの必要な通園希望児の
積極的な受入を行います。

10名の通園希望者が申込
み、全員の受入れを行っ
た。

A

100 2 こども園課 新
市立こども園における医療
的ケア児の受入

受入の実施 実施
実施
4園：4人

実施 実施 14,609 9,207 14,613

・医療的ケアの必要な入園希望児の
受入を積極的に行います。
・事業の周知を行います。
・実施に向けては、
①人材確保：医療的ケアを実施する
看護師の確保を行います。
②環境整備：医療的ケアの提供に必
要なスペースの確保、医療機器の整
備を行います。
③人材養成：保育教諭の医療的ケア
に関する知識や技術の習得を行い
ます。

市立こども園で、集団可能
な医療的ケア児を受入れ
た。
4園：4人

A

101 3 幼保支援課 新
私立こども園等における医
療的ケア児の受入

受入の実施 実施 － 実施 実施 5,808 0 6,448
看護師の配置に必要な経費を補助
します。

当該児童を2人以上受入れ
た施設がないため0件。

-

　　６－（３）　学校教育における障がい児の支援

102 1 学校教育課
障がいのある児童生徒への
就学支援

就学支援委員会実施回数 年間３回実施 年間3回実施 年間３回実施 年間３回実施 465 381 464

①障がいのある幼児が在籍するこど
も園等を通じた周知を行います。
②小・中学校が提出する校内就学支
援員会報告の取りまとめを行いま
す。

就学に関わる相談件数
1,360件。就学支援委員会
を年間３回開催。審議件数
2,302件。

A

103 2 学校教育課 特別支援教育推進事業
特別支援教育支援員の
配置が、支援が必要な児童生徒によ
い効果があったという学校の割合

90% 94% 90% 90% 171,031 167,904 173,626

①特別支援教育支援員対象の研修
を開催します。
②特別支援教育支援員活用の好事
例を学校間で共有します。

①研修を年２回（うち1回は
紙面にて）開催した。
②特別支援教育支援員活
用事例を紙面にて共有し
た。

A

104 3 学校教育課 特別支援教育研修会の開催
受講者アンケートで「理解が深まった」
と回答する割合

80% 100% 80% 80% 320 182 320

①学校現場のニーズに応じた講師
の選定を行います。
②教員の経験に応じた研修の設定
を行います。

特別支援教育コーディネー
ター研修、特別支援教育研
修、言語・発達・肢体不自由
通級指導教室担当者研修、
特別支援学級担任教員研
修、新任特別支援担当者研
修等、計20回程度開催した
（オンライン開催を含む）

A

105 4 学校教育課
特別支援教育進路指導協議
会による進路指導

進路懇談会、進路合同説明会及び卒
業生激励会の実施回数

【コロナ禍の目標値】
各１回(オンライン開
催含む)

各１回 各１回 各１回 425 346 425

①事業の目的を踏まえた開催内容を
検討します。
②関係機関との連絡調整を行いま
す。

人数制限やオンライン対応
等を行ったが、中止すること
なく開催することができた。
関係機関との連絡調整も確
実に行うことができた。

A

106 5 児童生徒支援課
特別支援教育就学奨励費補
助金交付事業

年３回の支給 実施
実施
小学校　603名
中学校　315名

実施 実施 37,979 35,911 39,783 適切に実施します。
支給者数合計　919名
小学校　603名
中学校　315名

A

107 6
学校教育課
障害福祉企画課
こども園課

特別支援連携協議会の運営
静岡市特別支援連携協議会本会議と
部会の合計回数

年間８回開催 年間８回開催 年間８回開催 年間８回開催 ― ― ― 関係機関との連絡調整を行います。

部会で話し合い、関係機関
との連絡調整を行った。ま
た、就学の流れを市のHPに
掲載した。

A
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目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値 予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 R3 R4 R5 総
　　７－（１）　就労につなげ、支える支援の充実

108 1 商業労政課 就職面接会の開催 面接件数

400件
※就職面接会が開催
出来ない場合、雇用
管理セミナー１回開
催

新型コロナウイルス
感染症拡大を考慮し
中止

800件 800件
378

（№110
と合算）

―
378

（№110
と合算）

①市広報紙、ホームページによる周
知を行います。
②開催にあたり、共催者である静
岡・清水公共職業安定所と連携し、
面接会の運営を行います。

新型コロナウイルス感染症
拡大を考慮し中止した。

-

109 2 障害福祉企画課 新 「就フェス」開催事業 来場企業数 実施 未実施 実施 30社 80 0 80

少しでも企業が参加しやすくするた
めに、静岡・清水公共職業安定所と
連携して障害者就職面接会とのコラ
ボ開催を目指します。

コロナ禍の影響により、合
同面接会および雇用管理セ
ミナーは規模を縮小して開
催するため開催を延期。
代替として、新たにＱＲコー
ドをつけた就労移行支援事
業所マップを企業や学校へ
配布した。

C

110 3 商業労政課
精神・発達障がい者しごとサ
ポート養成講座

参加者アンケートにおいて、「今後に
活かせる内容だった」と回答した割合

80% 98% 80% 80%
378

（№108
と合算）

144
378

（№110
と合算）

①市広報紙、ホームページによる周
知を行います。
②開催にあたり、共催者である静
岡・清水公共職業安定所と連携し、
講座の運営を行います。

①市広報紙、ホームページ
による周知を行った。
②共催者である静岡・清水
公共職業安定所と連携し、
講座の運営を行った。

A

111 4 障害福祉企画課　等
障がいのある学生のイン
ターンシップの受入

報告書の質問でインターンシップの経
験が「とても良い経験だった」又は「良
い経験だった」と回答した学生の割合

【コロナ禍の目標値】
－
（全庁的な対応によ
る）

未実施 100% 100% ― ― ―

特別支援学校等と情報交換を行い、
受入の要望があった際には学生の
希望との擦り合わせを行い、より充
実した内容にします。

新型コロナウイルス感染症
の拡大防止のため、人事課
のインターンシップ実施形
式をオンライン形式に変
更。オンラインでは、実施が
困難であるため、受入を見
送ることとした。

C

113 6 人事委員会
静岡市職員採用試験制度に
おける障がいのある人への
配慮

職員採用選考における障がいのある
人への配慮の継続実施

実施 実施 実施 実施 110 59 106

職員採用選考申込みの際、点字・拡
大印刷問題の希望の有無、車椅子
又は杖使用の有無、手話通訳又は
筆談の必要の有無、パソコンによる
受験希望の有無、補装具等の持込
使用の有無等を確認し、希望に応じ
た対応を行います。

職員採用選考受験申込書
において、点字・拡大印刷
問題の希望の有無、車いす
又は杖使用の有無、手話通
訳又は筆談の必要の有無、
パソコンによる受験希望の
有無、補装具等の持込使用
の有無等を確認し、実際
に、説明・質問内容のパソコ
ン表示や拡大印刷問題の
希望に対応したほか、座席
位置の配慮や椅子の種類
の変更などを行った。
平成29年度から、身体障が
い者に限らず、知的、精神
障がい者を加え、職員採用
選考を実施した。
H30　募集：若干名、申込：
18人、受験：16人、合格：２
人
R１　募集：３人程度、申込：
36人、受験：28人、合格：５
人
R２　募集：５人程度、申込：
23人、受験：18人、合格：３
人
R３　募集：３人程度、申込：
21人、受験：17人、合格：３
人

A

評価理由
（R3～R5の３年間を総合した評価）計画掲載内容 令和３年度末の取組状況

令和３年度
事業目標に
対する評価

事業目標（値） 事業費（千円）
令和４年度

目標達成の為の計画期間中の取組
令和５年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

施策分野７　雇用・就労　～働く～

№
事業
番号

担当課 事業名 事業目標（指標）

112 5
人事課
水道総務課
教育総務課

静岡市役所での障がい者雇
用

法定雇用率の達成

市長部局
　2.60％
上下水道局
　2.60％
教育委員会
　2.50％

市長部局
　2.14％(119人)
上下水道局
　2.62％(11人)
教育委員会
　2.46％(77人）

市長部局
　2.60％
上下水道局
　2.60％
教育委員会
　2.50％

市長部局
　2.60％
上下水道局
　2.60％
教育委員会
　2.50％

― ― ―

①法定雇用率達成のために、障が
い者の採用を積極的に実施します。
②採用した障がい者の定着を支援
するために、生活相談員と共に、障
がいのある職員も働きやすい職場環
境を整備するため各種取組を実施し
ます。

市長部局、上下水道局：
・ 障がい者を対象とした会
計年度任用職員採用選考
を随時実施し、随時採用し
た。
R3年度 採用15人（会計年
度）
R4.4.1 採用者2人（会計年
度）
R4.5.1 採用者2人（会計年
度）

・障がい者を対象とした正
規職員採用試験を実施し、
採用した。
R3.4.1　採用者３人（正規）
R4.4.1　採用者３人（正規）

・人事課に、障がい者の就
労支援等の実務経験のあ
る者を障害者業務支援員と
して配置し、障がいのある
職員及びその配属先の所
属職員に対し、面談等を行
いプッシュ型の支援を行っ
た。

教育委員会：
・教育員会事務局の会計年
度任用職員（事務職員、学
校事務員・用務員等）を増
員した。
R3．4.1採用14人
・清水中央図書館の清掃業
務新規直営化に伴う会計年
度任用職員（清掃員）を新
たに（前倒し）採用した。
R3.12.1採用者３人
※内１人は中央図書館の欠
員による採用

Ｂ
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目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値 予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 R3 R4 R5 総

評価理由
（R3～R5の３年間を総合した評価）計画掲載内容 令和３年度末の取組状況

令和３年度
事業目標に
対する評価

事業目標（値） 事業費（千円）
令和４年度

目標達成の為の計画期間中の取組
令和５年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

施策分野７　雇用・就労　～働く～

№
事業
番号

担当課 事業名 事業目標（指標）

　　７－（２）　障がいの状況に応じた就労の場の確保

114 1

農業政策課
農業委員会事務局
障害福祉企画課
精神保健福祉課

「農・福連携」の推進
①認定農業者への情報提供の回数
②就労サービス系事業所への情報提
供と意向調査の回数

①経済局
年１回
②保健福祉長寿局
年１回

①１回
②０回

①経済局
年１回
②保健福祉長寿局
年１回

①経済局
年１回
②保健福祉長寿局
年１回

― ― ―

認定農業者や就労サービス系事業
所への連絡で農福連携の周知、意
向調査を行い、両者に情報提供する
ことで相互理解とマッチングを図り、
実質的な連携を進めていきます。

①認定農業者へのアンケー
ト調査の中で周知を行っ
た。
②就労継続支援A型・B型
事業所へ農福連携に係るア
ンケートを作成。令和４年に
実施予定。

B

115 2 障害福祉企画課
静岡市ワークステーションの
設置

受注（納品）業務数 200件 232件 200件 200件 ― ― ―

各課に、ワークステーションの設置と
業務募集について周知し、連携して
業務の集約を進めます。また、障が
いのある職員の障がい特性を理解
し、それぞれの職員に合った業務の
提供、スケジュール管理をすること
で、安定的に業務を実施します。

知的障がいのある職員１
名、精神障がいのある職員
２名、業務支援員１名の体
制で、庁内各課の軽作業等
を請け負い、実施した。

A

　　７－（３）　福祉的就労における工賃向上の支援

116 1 障害福祉企画課
障がい者就労施設等からの
優先調達の促進

物品及び役務のそれぞれについての
調達実績額（年度ごとの実績に応じて
目標額を設定）

24,390,000円 20,356,913円 24,390,000円 30,360,000円 ― ― ―

障がい者就労施設から調達できる物
品等の情報収集を行い、その内容を
全庁的に周知します。
また、必要に応じて、優先調達が可
能な障がい者就労施設の加入を進
めていきます。

優先調達推進員を設置し、
優先調達の発注の仕方や
利用方法について研修を実
施した。

B

117 2 障害福祉企画課
福祉ショップ運営事業費補
助

補助金交付申請受付、検査、交付 実施 実施 実施 実施 4,647 4,647 4,647
補助金交付団体との情報共有を図
り、より効果的な運営手段を探りま
す。

福祉ショップを運営するオー
ルしずおかベストコミュニ
ティに売上の向上に努めて
もらうよう働きかけるととも
に、補助を行った。

B

118 3 障害福祉企画課
公共施設を活用した自主製
品の販売支援

実施 実施 実施 実施 実施 0 ― ―

授産製品販売団体や管財課との連
絡調整、情報共有をし、今後も販売
の機会を確保するとともに、より効果
的な販売手段を探っていきます。

コロナ禍の影響により出店
を休止したこともあり、売上
に影響があったため、庁内
向けに季節のイベントギフト
を販売し、販売機会を創出
した。

B

119 4 障害福祉企画課 新
工賃向上アドバイザー派遣
事業の実施

アドバイザー派遣事業所数 ２事業所 ２事業所 ２事業所 ２事業所 216 184 384

関係機関と連携して就労継続支援
事業所の要望に沿ったアドバイスを
行えるアドバイザーを選任し、希望
事業所を募るために積極的な周知を
行います。

食品に係る商品開発のアド
バイザー及びマーケティン
グ、販路拡大等のアドバイ
ザーを選任し、２事業所へ
派遣した。派遣結果、新規
商品が完成、静岡県ふじの
くに福産品として認定、静岡
県主催の販売会に出店し
た。

A

15



目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値 予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 R3 R4 R5 総
　　８－（１）　文化・スポーツ等を通じた社会参加の推進

120 1 まちは劇場推進課 市民参加型舞台公演事業
演劇ワークショップ（障がい者クラス）
の開催

10回 12回 10回
R4年度の状況により
検討

5,700 5,698 5,700
開催にあたり、業務委託先と連携し、
ワークショップへの当事者への参加
を依頼します。

ホームページやチラシ等を
活用したPRにより、障がい
者クラスには15名が参加。
ゲネプロを含む計10回の
ワークショップと、成果発表
の場として２回の公演を実
施した。

S

121 2 文化振興課
まちは劇場コンサート事業
学校訪問コンサート

①学校訪問コンサート特別支援学校
訪問実施校数
②市内障がい者支援施設等訪問コン
サート実施数

【コロナ禍の目標値】
①１校
②１施設(協働パイ
ロット事業において実
施）

①１校
②４施設

①１校
②１施設

①１校
②１施設

12,621 12,005 12,637

①校長会や教科会で積極的に周知
し、コンサート内容に興味を持っても
らえる内容としていきます。
②市内支援施設や病院等に積極的
に周知し、誰もが楽しめるコンサート
内容としていきます。

①生徒、教員、保護者を含
め39名に参加していただき
満足度の高い公演を実施
することができた。
②４施設180人の子どもたち
がプロの芸術家たちとの身
近なふれあいを楽しんだ。

S

122 3 障害福祉企画課
全国障害者スポーツ大会へ
の派遣

全国大会選手選考会（わかふじス
ポーツ大会）参加者数

【コロナ禍の目標値】
全国大会選手選考会
（わかふじスポーツ大
会）申込者数
350人

延べ321人 375人 400人 12,372 4,525 11,313

わかふじスポーツ大会への参加を広
く周知し、全国障害者スポーツ大会
に向けて静岡市選手団を編成・派遣
を行います。

選考会への申込者数は目
標数概ね達成したが、新型
コロナウイルス感染症の影
響により、選考会の一部競
技及び全国大会の開催が
中止となった。

C

123 4 スポーツ振興課
障がい者スポーツへの理解
促進と情報提供の実施

①市ホームページへの情報掲載件数
②障がいのある人と障がいのない人
の交流イベントの実施回数

【コロナ禍の目標値】
①　１件
②　１回
③　障がい者スポー
ツ体験の満足度
80％

①　０件
②　０回
③　―

①　２件
②　２回

①２件
②２回

― ― ―

①障がいのある人のスポーツ活動に
ついて、スポーツ振興課ホームペー
ジに掲載します。
②総合型地域スポーツクラブ、ス
ポーツ推進員と連携し、障がいのあ
る人と障がいのない人との交流イベ
ントを実施します。

新型コロナウイルスの影響
のため、事業を実施できな
かった。

-

124 5 スポーツ振興課
市営スポーツ施設の使用料
の減免

実施
実施

実施
実施

実施 ― ― ―
市営スポーツ施設の使用料の減免
を行います。

市営スポーツ施設の使用料
の減免を行った。

A

　　８－（２）　生涯を通じた多様な学習・文化活動の機会の提供

125 1 生涯学習推進課
生涯学習施設における障が
いのある人を対象とした講座
の実施

講座実施施設数 ３施設以上で実施 ３施設で実施 ３施設以上で実施 ３施設以上で実施
指定管
理料の
一部

指定管
理料の
一部

指定管
理料の
一部

指定管理者と連携し、生涯学習施設
で障がいのある人を対象とした講座
を実施していきます。

新型コロナウイルス感染症
対策を講じ、３施設で障が
いのある人を対象とした講
座を実施することができた。

A

126 2 健康づくり推進課
健康づくりに関する講座の開
催

①健康教育教室の参加者数
②健康まつり地区まつりの参加者数
③健康相談の利用者数

【コロナ禍の目標値】
①850人
②1000人
③850人

①947人
②402人
③438人

①3,500人
②9,000人
③1,600人

①3,500人
②9,000人
③1,600人

4,516 2,448 4,213

生活習慣病予防についての出前講
座等を壮年期層へ周知し、行動変容
につながる健康教育を実施していき
ます。

新型コロナウイルス感染拡
大防止のため、事業内容を
一部変更し実施したことか
ら、参加者数は減少した。
今後も感染予防に留意しな
がら事業を継続していく。

B

127 3 障害福祉企画課
身体障害者福祉センター「静
岡市清水みなとふれあいセ
ンター」の運営

利用者アンケートの満足度 90% 88.4% 90% 90% 39,188 39,188 39,188

障害者団体が主催する事業にも積
極的に協力するなど、いろいろな事
業を展開することで、利用者の満足
度を高めていきます。

新型コロナウイルス感染症
の影響により一部事業が中
止となったが、書道、陶芸教
室、卓球、ボッチャ等の定期
教室や演芸等の単発教室
を開催し、身体障害者の機
能訓練や教養の向上、社会
との交流促進及びレクリ
エーション活動機会の提供
を行った。

A

128 4 中央図書館
市立図書館における福祉
サービスの実施

実施 実施 実施 実施 実施 ― ― ―

①福祉資料（点字図書・音訳図書）
の貸出しを行います。
②独居の肢体不自由者に宅配によ
る貸出しを行います。
③視覚障がい者を対象とした音訳ボ
ランティアによる
対面朗読サービスの周知を行いま
す。
④大活字本、LLブックの貸出しを行
います。
⑤拡大読書器（中央、西奈、長田、
北部）を設置します。

①音訳図書貸出：2,627点、
カセット貸出：224点
②宅配：71点
③対面朗読サービス：89回
④大活字本、LLブックを各
館で貸出している。
⑤中央・西奈・長田・北部に
拡大読書器を設置してい
る。

A

　　８－（３）　行政におけるサービスの利用のしやすさの向上

129 1 広報課
ウェブアクセシビリティに配
慮した市公式ホームページ
の提供

ウェブアクセシビリティに準じたホーム
ページの運営

実施 実施 実施 実施 8,593 8,593 8,593

順次整備を行い、できる限り読みや
すく使いやすいホームページを目指
し、アクセシビリティに配慮するよう
努めます。

ウェブアクセシビリティにつ
いての研修も実施し、順次
整備を行った。読みやすく
使いやすくするためにウェブ
アクセシビリティに配慮する
よう努めた。

A

130 2 中央図書館
視覚障がいのある人への音
訳資料の提供の推進

①音訳ボランティア研修会実施回数
②講演会実施回数
③講座実施回数

①５回
②２回
③１回

①３回
②２回
③１回

①５回
②２回
③１回

①５回
②２回
③１回

168,000 168,000 208,000
音訳ボランティアひびきの会と連携
し、研修会等の運営を行います。

コロナウイルスの影響によ
り研修会は２回減ったが、
研修等を通じて養成した音
訳ボランティアを活用し、昨
年度より多くの音訳資料を
製作した（令和３年度録音
図書作製数：78点）。

A

131 3
選挙管理委員会事務
局

公職選挙における障がいの
ある人への配慮

投票所の形態に合わせた配慮の実施 実施 実施 実施 実施
28,384
の一部

312 196

①点字による候補者名簿等を投票
所に配置します。
②音声版選挙公報の作成及び配付
並びに点字版選挙公報の配付を行
います。
③原則１階に投票所を開設します。
④投票のための点字器を配置しま
す。
⑤低床の記載台を配置します。
⑥段差解消のための仮設スロープを
設置します。

投票所の形態に合わせた
配慮が実施できた。

A

令和４年度 令和５年度令和３年度
事業目標（値） 事業費（千円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度

施策分野８　文化活動・市民生活　～楽しむ・参加する～

№
事業
番号

担当課 事業名 事業目標（指標）
目標達成の為の計画期間中の取組 事業目標に

対する評価
評価理由

（R3～R5の３年間を総合した評価）計画掲載内容 令和３年度末の取組状況
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目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値 予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 R3 R4 R5 総

132 1 障害福祉企画課
社会福祉施設等施設整備補
助

①障がい福祉計画及びニーズに即し
た施設の整備
②緊急性の高い整備事業の実施

①共同生活援助事業
所の創設　１件
②緊急性の高い整備
事業の実施

①共同生活援助事業
所の創設　１件
②大規模修繕（新型
コロナウイルス感染
防止対策整備）　１件

①医療型児童発達支
援センターの創設　１
件
②生活介護事業所の
創設　１件
③緊急性の高い整備
事業の実施

共同生活援助等整備
検討

35,400 42,147 242,399

国による計画策定方針、関係団体へ
のヒアリング、市民アンケート調査、
市内事業者へのヒアリング等の状況
を捉え、ニーズに即した施設の整備
に対して補助を行います。

①共同生活援助事業所の
創設　１件
②大規模修繕（新型コロナ
ウイルス感染防止対策整
備）　１件

A

事業目標（値） 事業費（千円）
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

障害福祉サービス等の提供基盤の整備について

№
事業
番号

担当課 事業名 事業目標（指標）
目標達成の為の計画期間中の取組 事業目標に

対する評価
評価理由

（R3～R5の３年間を総合した評価）計画掲載内容 令和３年度末の取組状況

17


